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国立研究開発法人産業技術総合研究所（産総研）は、1882 年に創設された農商務省地質調査所を発

祥とし、以来 140 年以上にわたりわが国の経済や社会の発展に寄与するための研究活動を続けてまい

りました。

気候変動と自然災害、先進国が直面する少子高齢化、厳しさを増す国際情勢や経済安全保障――。現在、

日本のみならず全世界が、こうしたさまざまな社会課題を抱えています。私たち産総研のミッションは、

科学技術によってイノベーションを生み出し、これらの社会課題を解決へと導くこと、また、日本の産

業競争力の強化に貢献することです。

このミッションを達成するために、産総研は「ナショナル・イノベーション・エコシステム」を提唱

しています。自らその中核となって、産学官を巻き込んだオープンイノベーションによるエコシステム

を駆動し、イノベーションを継続的に生み出します。

このエコシステムを機能させるには、革新的な研究成果を生み出すだけでなく、それを製品やサービ

スの形で確実に社会に実装することが必要です。2023 年春、産総研は社会実装を加速するために株式

会社 AIST Solutions を設立しました。これまでの産総研になかったマーケティング機能を持つことで、

社会ニーズからバックキャストして研究テーマを設定し、成果をより効率的に社会実装へ繋げることが

できるようになりました。

私たちは、産総研と AIST Solutions が一体となった「産総研グループ」として、これからもその価値

をより一層高め、社会から求められる組織であり続けられるよう取り組んでまいります。

産総研のビジョンは「ともに挑む。つぎを創る。」です。私たちはこのビジョンのもと、皆様ととも

に未来を創る挑戦を続けてまいります。

今後ともご支援を賜りますようお願い申し上げます。

国立研究開発法人 産業技術総合研究所

理事長 兼 最高執行責任者
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産業技術総合研究所は、経済産業省における産業技術・
イノベーション政策の中核的実施機関として、産業の科学技
術に関する研究開発などの業務を総合的に行う国立研究開
発法人です。

７つの研究領域を持ち、つくばセンターを中心に全国12か
所の研究拠点をおく日本最大級の公的研究機関としての総
合力を活かして、社会にイノベーションをもたらすための各種
の活動を推進していきます。

2020年から始まった５年間の第5期中長期計画では、「世
界に先駆けた社会課題の解決と経済成長・産業競争力の強

化に貢献するイノベーションの創出」をミッションとして掲げ、
なかでも次の３つのテーマについて重点的に取り組むこととし
ています。

・社会課題の解決に向けたイノベーションの主導
・「橋渡し」の拡充によるイノベーション・エコシステムの強化
・イノベーション・エコシステムを支える基盤整備
これらの取り組みの成果を最大化するために、特定国立研

究開発法人として先駆的な研究所運営に取り組むとともに、
技術インテリジェンスを強化・蓄積し、国家戦略などに貢献し
ます。

ともに挑む。つぎを創る。 第5期中長期計画における産総研

人員・予算
人員（2024年9月時点）

役員
研究職員
事務職員
技術職員
契約職員
　うちポスドク
　うちテクニカルスタッフ
　うち招へい研究員
　うちリサーチアシスタント

人数

10
2,278
719
14

3,180
150
1,536
302
374

人数

1,750

2,212

663

産学官連携制度等 （2023年度受入延べ数）
企業から

大学から

独法・公設試等から

産総研ビジョン 『ともに挑む。つぎを創る。』
未来をデザインし、社会と共に未来を創る。互いを認め、共に挑戦する研究所を築く。

世界水準の研究のみならず、社会課題の掘り
起こし・施策提言・社会実装・知的基盤整
備などあらゆる活動をこれまでの産総研の枠
を超えて推し進めます。

志ある多様な人材が集い、互いを尊重しなが
ら、共に挑戦し成長する文化を育みます。

私たちの価値観 私たちの使命 私たちの文化
強い個の発揮と協働を通じた総合力で、多様
な価値を創り出すことを大切にします。

2023年度決算額 （単位：億円）

運営費交付金

654.3

96.1

施設
整備費
補助金

受託収入

うち民間企業受託収入
287.2

19

資金提供型
共同研究収入

338.3

技術
コンサルティング

収入
17.3

その他収入 48.8
知的所有権収入 9

収入額　合計 1451.1 億円

※一千万円未満四捨五入のため、合計と一致しないことがある。
※産総研グループの総収入額を示しており、産総研グループの事業規模を表すために便宜的
に算出したものである。

（            ）
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産総研の研究領域

バイオメディカル研究部門
生物プロセス研究部門
健康医工学研究部門
細胞分子工学研究部門

生命工学領域
Life Science and Biotechnology

活断層・火山研究部門
地圏資源環境研究部門
地質情報研究部門
地質情報基盤センター	

地質調査総合センター
Geological Survey of Japan

機能化学研究部門
化学プロセス研究部門
ナノ材料研究部門
極限機能材料研究部門
マルチマテリアル研究部門
触媒化学融合研究センター
機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター
ナノカーボンデバイス研究センター

材料・化学領域
Materials and Chemistry

工学計測標準研究部門
物理計測標準研究部門
物質計測標準研究部門
分析計測標準研究部門
計量標準普及センター

計量標準総合センター
National Metrology Institute of Japan

life-liaison-ml@aist.go.jp

製造技術研究部門
デバイス技術研究部門
電子光基礎技術研究部門
センシングシステム研究センター
プラットフォームフォトニクス研究センター
新原理コンピューティング研究センター
先端半導体研究センター

エレクトロニクス・製造領域
Electronics and Manufacturing

人間情報インタラクション研究部門
サイバーフィジカルセキュリティ研究センター
人間拡張研究センター
人工知能研究センター
インダストリアルCPS研究センター
デジタルアーキテクチャ研究センター

情報・人間工学領域
Information Technology and Human Factors

Energy and Environment

エネルギー・環境領域
電池技術研究部門
省エネルギー研究部門
安全科学研究部門
エネルギープロセス研究部門
環境創生研究部門
再生可能エネルギー研究センター
先進パワーエレクトロニクス研究センター
ゼロエミッション国際共同研究センター

envene-liaison-ml@aist.go.jp

ith-liaison-ml@aist.go.jp

rpd-eleman-ml@aist.go.jp

nmij-info-ml@aist.go.jp

mc-liaison-ml@aist.go.jp

soudan.gsj-ml@aist.go.jp

M-G-QuAT-plan-ml@aist.go.jp

特別の組織

量子・AI 融合技術ビジネス開発グローバル研究センター
Global Research and Development Center for Business by Quantum-AI Technology
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再生可能エネルギー統合実証フィールド

無尽蔵な太陽光、
海水を利用した低
コスト水素製造の
ための人工光合
成技術の実用化
を目指します。

海水を利用した太陽光水素製造技術

大都市のCO₂排
出量と大気中の
O₂およびCO₂濃
度を同時に計測
し、使用された化
石燃料の種類ごと
に評価する手法を
開発しています。

都市域のCO₂排出量を高精度計測

カ
ー
ボ
ン
ニュ
ー
ト
ラ
ル
の 

実
現
に
向
け
て

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
制
約
へ
の
対
応

カーボンニュートラル社会の実現のため、新型
太陽電池、水素エネルギーキャリア・合成燃料、
二酸化炭素回収・有効利用・貯留、次世代蓄電
池、パワーエレクトロニクス、資源循環などの革新
的な研究開発と環境リスクの評価・低減などの
技術開発を行います。

4
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資
源
循
環
型
社
会
を
目
指
し
て

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
制
約
へ
の
対
応

排出物質や廃棄物を資源として再利用し、消費
と再生のサイクルを実現する資源循環技術は、従来
の資源消費型社会がもたらすさまざまな社会課題
を解決するためのキーテクノロジーです。資源循環
型社会への産業構造のシフトを目指し、資源の高
度利用技術とシステム評価技術の開発を行います。

電磁撹拌装置での高純度アルミニウム回収実験

計算化学的手法を
用い、CO₂を省エネ
ルギーで分離する
ゼオライト膜の開発
を進めています。

プルシアンブルー
型錯体によるアン
モニアの吸着回収
と、窒素の再利用
技術の開発を進
めています。

窒素循環技術の開発

CO₂分離・回収技術の開発
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産
業
利
用
と
環
境
保
全
と
の 

調
和
に
向
け
て

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
制
約
へ
の
対
応

休廃止鉱山周辺での河川水調査風景

資源・エネルギーおよび国土の開発と環境の保
全とは、共に社会の「備え」です。対立概念となりが
ちな両者を調和可能なものにするために、データ
ベースなどの環境基礎情報の整備および環境影
響の測定・評価・修復技術の開発を融合して、社
会の「備え」に貢献します。

四国地域の土壌
中有害重金属類
のリスクを地図と
して「見える化」
し、災害土砂など
の安全性評価に
貢献します。

四国地域の表層土壌中の
クロム含有量分布

沖縄のサンゴ礁を
対象に、環境変化
に伴う生理的応答
などを用いた環境
影響評価技術を
開発しています。

沿岸域の環境影響評価技術の開発

6
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臨海副都心センターCPS棟つながる工場実証環境

サ
イ
バ
ー
フィ
ジ
カ
ル
シ
ス
テ
ム
活
用
に
よ
る 

労
働
生
産
性
向
上

少
子
高
齢
化
の
対
策

生産年齢人口の減少に伴い、労働生産性の向
上や技能の継承・高度化が全ての産業分野に共
通する社会課題となっています。これらの社会課題
解決には、人と機械が協調したサイバーフィジカルシ
ステム（CPS）の構築と活用が鍵となります。CPSに
おける価値創造の基盤技術を開発し、産業界と連
携してその実現に貢献していきます。

熟練者の加工作
業を学習し、対象
物の物理パラメー
ターを推定すること
で、最適な加工条
件を決定します。

AIを活用したデータ同化技術による
技能伝承

構築したサイバー
世界を記憶として
活用し、物流模擬
環境においてロ
ボットが自律的に
判断します。

リモートワークに対応する人-機械
協調技術の研究開発
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歩行や運動データ
から転倒リスクを
推定するシステム
の開発を行なって
います。

健康阻害要因を推定するシステム

生
活
に
溶
け
込
む 

ヘル
ス
ケ
ア
技
術
・
サ
ー
ビ
ス

少
子
高
齢
化
の
対
策

健康寿命を延伸させるため、日常生活の中で一
人一人の健康状態をさりげなくモニタリングし、個人
に適合した介入を行う技術およびサービスの研究
開発を行っています。これにより、誰もが安心して健康
に生きることができる社会の実現を目指します。

健康状態推定のための実験風景

日常生活の中で
センサーの装着
感を意識させずに
心身状態をモニタ
リングし、健康リス
クを評価するため
の技術を開発して
います。

日常生活で使用できる
健康モニタリング技術

8
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ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
メ
ディ
カ
ル
ア
ク
セ
ス
の 

実
現
に
向
け
て

少
子
高
齢
化
の
対
策

社会課題の一つである少子高齢化の解決のた
めに、誰もがいつでも、どこでも、どんな状況でも不
安無く質の高い医療・介護にアクセスできる医療シ
ステム（ユニバーサルメディカルアクセス）による生涯
現役社会の実現を目指します。

重篤な心不全患
者の救命のため
に、優れた血液適
合性と長期耐久
性、異常状態の検
知が可能な中長
期体外式補助人
工心臓を開発して
います。

中長期体外式補助人工心臓の開発

転移性がんによる
死亡者を減らすた
め、血液中に存在
する希少な血中循
環がん細胞を簡便
な操作で迅速に見
落としなく定量検
出できるデバイスを
開発しています。

転移性がんの迅速検査デバイスの開発

遠隔自動診断プラットフォーム
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安
心
な
未
来
の
た
め
の
イ
ン
フ
ラ
技
術

強
靭
な
国
土
・
防
災
へ
の
貢
献

今後１０年間で我が国のインフラは急激に老朽
化が進むことから、自動化された信頼性の高い検
査技術の開発が望まれています。また長寿命化を
実現するための新素材の開発も社会的な課題に
なっています。産総研で開発しているさまざまな技術
を融合し、持続可能なインフラの実現に貢献する新
しい技術の確立を目指します。

画像解析から橋
のたわみを計測す
るなど、ITを検査
技術に統合させる
ことで省力化した
診断技術を開発し
ます。

カメラ撮影による橋の変形測定

酸化チタンによる
はっ水コートなど、
物性評価をプロセ
スに反映させて材
料開発を加速し、
インフラの長寿命
化を図ります。

酸化チタンコートによる
インフラの防汚・耐侯化

デジタルX線非破壊検査装置を搭載した自動配管点検ロボット

10
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■北海道センター：バイオものづくり

植物および微生物を用いた物質生産プラットフォームの開発など、
生物の力を使った新しい物質生産技術の研究開発を推進してい
ます。

〒305-8560 茨城県つくば市梅園1-1-1

〒983-8551 宮城県仙台市宮城野区苦竹4-2-1

〒277-0882 千葉県柏市柏の葉6-2-3 東京大学柏Ⅱキャンパス

〒062-8517 北海道札幌市豊平区月寒東2条17-2-1

〒963-0298 福島県郡山市待池台2-2-9

〒135-0064 東京都江東区青海2-3-26

全国に展開する研究拠点
産総研は、全国各地に独自の強みを持つ研究拠点を配置しています。
地元企業のニーズへの対応、大学などの研究機関や企業との連携により、地域活性化に貢献しています。

■福島再生可能エネルギー研究所：再生可能エネルギー

世界に開かれた再生可能エネルギー研究開発を推進するととも
に、新しい産業の集積を通して被災地域の復興に貢献します。

■臨海副都心センター：デジタル・AI、ゼロエミ、バイオ

グリーン社会・デジタル社会の実現に向けた国際的な融合研究拠
点として、オープンイノベーションを推進します。

■柏センター：AI・人間工学

人工知能(AI)やセンシング技術で人の能力を増強する人間拡張
技術により、人の持つ能力の維持や増進を可能とするサービスの
社会実装を目指します。

■つくばセンター

7つ全ての研究領域が集まる産総研の中核的な研究拠点として、産
学官の密接な連携を図りながら、社会課題の解決に向けた研究開
発を推進しています。

■東北センター：資源循環技術

合成や分離など化学プロセスの高度化と高機能材料の開発、材料
設計への数学の活用を推進するとともに、資源循環技術に関する
中核機関の役割を担います。

本部機能も有するつくばセンター

省エネ分離技術に用いるゼオライト膜モジュール

サービスフィールドシミュレータ サイバーフィジカルシステム研究棟

スマートシステム研究棟の電波暗室

有用物質を生産する植物の栽培

N a t i o n a l  I n s t i t u t e  o f  A d v a n c e d  I n d u s t r i a l  S c i e n c e  a n d  T e c h n o l o g y
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■北陸デジタルものづくりセンター：デジタルものづくり

デジタル技術を活用して金属加工業や繊維産業等を高付加価値
化する挑戦的なものづくり技術の開発を推進しています。

〒463-8560 愛知県名古屋市守山区桜坂4-205

〒563-8577 大阪府池田市緑丘1-8-31

〒761-0395 香川県高松市林町2217-14

〒919-0462 福井県坂井市春江町江留上大和10-2

〒739-0046 広島県東広島市鏡山3-11-32

〒841-0052 佐賀県鳥栖市宿町807-1

■中国センター：材料診断技術

機能性化学品を低環境負荷で創製するための基盤技術や、化学
材料を適材適所で使いこなすための評価・診断技術の開発を推
進しています。

■九州センター：スマート製造センシング

材料、プロセス、デバイス、計測、情報に関する技術を駆使し、スマー
ト製造の実現に資するセンシングシステム技術の研究開発を推進
して新たな価値創出を目指しています。

■四国センター：ヘルスケア

人の健康状態の計測と見える化、そして健康の維持・増進に向け
た研究開発を通して「健幸長寿社会」の実現を目指しています。

■中部センター：機能部材

機能部材の研究開発を推進し、技術の社会実装を目指した有機的
な交流や連携を通して、ものづくり産業の集積地である中部地域か
ら未来の創生、産業の活性化に貢献します。

■関西センター：電池技術、バイオ医療、生活素材

電池、バイオ医療、材料、情報の4つの技術分野の研究成果を社
会実装することにより、産業の発展と豊かな暮らしの実現を目指し
ます。

超薄板窒化ケイ素セラミックス基板

試作したリチウムイオン電池

簡易検査・診断チップ ダイヤモンド電子舌センサ

電子顕微鏡で観察したセルロースナノファイバー

金属3Dプリンタで造形した高放熱性形状の金属部品

12
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株式会社AIST Solutionsの設立
産総研は「社会課題解決と産業競争力強化」というミッションの達成を目指し、研究成果の社会実装に向け

た体制と活動を強化してきました。2023 年 4 月、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律に基づき、
産総研の 100％出資により株式会社 AIST Solutions（アイストソリューションズ、以下「AISol」という）を設立し
ました。

AISol は企業ニーズの取り込みや社会課題解決の提案力を強化すべく、産総研がこれまで培ってきた技術を組
み込み、「エナジーソリューション」、「AI・半導体」、「サーキュラーエコノミー」、「マテリアル DX」、「バイオ・ウェ
ルビーイング」、「デジタルプラットフォーム」の６つのソリューション領域を構築しています。これらの分野を中心に、
技術資産の提供、共同研究のコーディネーションに取り組みます。また、社会実装に向けた実証プロジェクトの実
施やバリューチェーンの構築、スタートアップの創出を推進していきます。

技 術 資 産

技術コンサルティング
● 測定、分析、診断　● ソリューション提供

研究・技術設備
● 研究設備提供　● エンジニアリング設備提供

知的資産
● ライセンス　● 知財情報の提供

共同研究
● 市場調査・分析
● PoC･MVP開発
● プロトタイプの社会実装

事業共創
● 社会課題解決
● バリューチェーン構築
● スタートアップ事業創出

https://www.aist-solutions.co.jp/contact/form.html

あらゆる職種・年代の人材が活躍できる人事制度を導入しています。

イノベーションを創出する人材の育成と継承

■クロスアポイントメント制度
産総研では「橋渡し」研究の中核機関として、組織の壁を越えた研究体制を構築するために、研究者が複数の機関に所属し、それぞれの機関
における役割に応じて研究・開発および教育に従事することができる制度を設けています。

■技術研修
大学・企業・公設研究所などの研究者・技術者を産総研に一定期間受け入れ、産総研研究者の指導のもと、技術を習得していただく制度で
す。学生には、インターンシップから学位取得の研究指導まで幅広く対応しています。

■産総研リサーチアシスタント（RA）
優秀な大学院生が経済的な不安を減らして学位取得のための研究活動に専念できるよう、産総
研に雇用する制度です。RAは、産総研が実施している研究開発プロジェクトに参画し、その成果
を学位論文などに活用していただけます。

■産総研イノベーションスクール
産総研イノベーションスクールは2008年から始まった若手研究人材育成制度で、これまでに700
名以上を受け入れています。博士人材、大学院生それぞれのニーズに合わせた2つのコースで科
学的・技術的な知見を深めつつ、より広い視野を持ち、異なる分野の専門家と協力するコミュニ
ケーション能力や連携力を有する人材として育成することを目指しています。
 
■産総研デザインスクール
産総研デザインスクールでは、実際の社会課題を探索する対象としながら、デザイン思考、システ
ム思考や未来洞察などの手法を学びます。社会のなかで未来を俯瞰し、さまざまなステークホル
ダーと共創し、社会のためにプロジェクトを実践できる人材の育成を目指して、産総研と企業の職
員が一緒に学べる場を提供しています。

産総研研究者とともに研究に取り組むRA

KAOSPILOTでの産総研デザインスクールワークショップ

AISolの事業

N a t i o n a l  I n s t i t u t e  o f  A d v a n c e d  I n d u s t r i a l  S c i e n c e  a n d  T e c h n o l o g y

13



1950
年代

1950
年代

1880
年代

1920
年代

1960
年代

1960
年代

1980
年代

2000
年代

2000
年代

2010
年代

1980
年代

研究成果ハイライト
産総研は、1882年の地質調査所創立に始まり、前身となる工業技術院時代から今に至るまで、
科学史に残るような画期的な研究開発を数多く成し遂げています。
1880年代から現在まで、約140年間の代表的な成果などをご紹介します。

■HDD用磁気ヘッドに最適な高性能TMR素子

■キログラムの定義改定を導いたプランク定数測定
シリコン単結晶球の形状を精密に評価する技術を開発し、プラン
ク定数の高精度測定に成功しました。
2019年、産総研など５カ国の研究機
関の測定から定めたプランク定数が、
約130年間使われてきた国際キログラ
ム原器に替わって、質量の単位「キロ
グラム」の定義の基準になりました。

■国産技術によるアンモニア合成法（東工試法）
臨時窒素研究所は、強力で耐久性に
優れたアンモニア合成用工業触媒を
開発し、国産のアンモニア合成技術を
確立しました。これはわが国初の大型
プロジェクト方式による成果であり、「東
工試法アンモニア合成技術」として世
界的に認められています。

■PAN 系炭素繊維
衣料などに使われるPAN繊維を原料
とする軽量・高強度の炭素繊維は、
1959年に大阪工業技術試験所が世
界に先駆けて開発しました。1960年代
に商用化に向けた研究が始まり、今で
は釣り竿から航空機まで幅広く使われ
ています。

■清涼飲料水の甘味料生産に必要な
グルコースイソメラーゼ製造法

発酵研究所が、グルコースイソメラーゼ
をグルコースに作用させて甘みの強い
果糖とする製法を開発しました。米国
をはじめ多くの国内外企業と実施契
約を締結し、世界的に利用されること
になりました。

■金ナノ粒子の触媒作用
金は触媒機能が無いと考えられていました
が、大阪工業技術試験所は1982年、3～4 
nmの金ナノ粒子を金属酸化物表面に担持さ
せることで、特異的に高い触媒活性を示すこと
を発見しました。低温でも優れた活性を示し、
脱臭触媒や一酸化炭素の無害化、ガスセン
サーなどの商業用途への道を拓きました。

■ニッケル水素電池の基礎となる負極用合金
ハイブリッド車に搭載されているニッケ
ル水素電池は1970年代から大阪工業
技術試験所で研究が始まり、1990年頃
に鉛蓄電池の半分の重量で同等の性
能をもつニッケル水素電池が誕生しまし
た。据置型の大型電池としても注目され
ています。

■300万分の1地質図
地質調査所は、1882年の創立から
わずか7年後の1889年に、わが国初
の日本地質総図を出版しました。地
質調査所の歴史は、明治時代初期
の外国人による指導に始まるわが国
の地質学や鉱工業の発展に深くかか
わっています。

■トランジスタ計算機 Mark-IV
電気試験所は、1956年にわが国
初のトランジスタ・コンピュータとな
る「ETL Mark-Ⅲ」を完成させまし
た。同機をMark-Ⅳ、Mark-ⅣＡと
進化させ、わが国の電子計算機の
商業化への道を拓きました。

■透明導電膜の製造法
液 晶ディスプレーや太 陽 電 池に欠
かせない酸化インジウム透明導電膜

（ITO）は、大阪工業技術試験所が
世界で初めて、その工業的製造技術
を開発しました。液晶電卓の工業化
に貢献し、現在の巨大市場へつな
がっています。

■単層カーボンナノチューブの画期的な合成技術
単層カーボンナノチューブ（SWCNT）の画期的な合成技術「スー
パーグロース法」を開発し、それまでの1000倍以上の合成効率を
実現しました。従来の方法と比べてきわ
めて高い純度のSWCNTを合成できる
など、さまざまな優れた特長をもっている
ため、量産化を実現する技術として期待
されています。

従来の数百倍
将来大幅なコストダウン
の可能性

高さで 500 倍
時間効率で 3000 倍
将来大量生産の可能性

触媒効率

　　　成長法 単層 CNT / 触媒
 （重量比％）
レーザーアブレーション 500％
HiPCo 法 300％
アルコール CVD 800％
気相流動 100％

スーパーグロース 50000%

成長効率
垂直配向単相ナノチューブ構造体
高さ 2.5mm の成長時間：10 分

5 µm

トンネル磁気抵抗素子（TMR素子）の絶縁
体層に酸化マグネシウムの結晶体を用いる
ことで、それまでの倍以上の記録密度を持
つHDD磁気ヘッドを実現しました。この手
法で作製されたTMR素子は、現在生産さ
れている全てのHDDに搭載されています。

写真提供：富士通株式会社

14

N a t i o n a l  I n s t i t u t e  o f  A d v a n c e d  I n d u s t r i a l  S c i e n c e  a n d  T e c h n o l o g y



国立研究開発法人

産業技術総合研究所

国立研究開発法人

産業技術総合研究所
https://www.aist.go.jp 2024.10©2024AIST
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総合お問い合わせ

● サイエンス・スクエア つくば
● 地質標本館
● ライフ・テクノロジー・スタジオ

https://www.aist.go.jp/aist_j/guidemap/exhibition/index.html
見学施設

https://www.aist.go.jp/aist_j/business/alliance/index.html
協業・提携のご案内

https://www.aist.go.jp/aist_j/research/
研究成果

https://www.aist.go.jp/aist_j/humanres/
採用情報


